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1. 会議の概要・プログラム 

 

1.1 開催趣旨 

    外務省主催の「世界防災閣僚会議 in 東北」と連携し、そのサイドイベントとして、内閣府、

国際復興支援プラットフォーム(IRP)、アジア防災センター（ADRC）、国連国際防災戦略事務

局（UNISDR）、国連アジア太平洋経済社会委員会（UNESCAP）の主催により、将来の防災

に生かすため経験と教訓を共有する「第３回専門家会合」を開催しました。会合には、ハイレ

ベル代表、研究者及び NPO/NGO 代表等、約 70 名が参加し、また当会合の開催結果及び成果

は、東北復興状況報告書やアジア・太平洋防災レポート及びグローバル・レポートに反映され

ます。 

 

1.2 開催時期・場所 

専門家会合: 平成 24 年 7 月 3 日(火) 宮城県仙台市（仙台国際センター) 

被災地視察: 平成 24 年 7 月 4 日(水) 仙台市内の被災地 

 

1.3 使用言語 

英語及び日本(同時通訳)   

 

1.4 主催 

内閣府、国際復興支援プラットフォーム(IRP)、アジア防災センター(ADRC)、 

国連国際防災戦略事務局(UNISDR)、国連アジア太平洋経済社会委員会(UNESCAP) 
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1.5 プログラム 

 

１日目  

9:45-9:50 

(5 分) 

開会  

内閣府官房審議官（防災担当） 佐々木克樹氏 

9:50-10:15 

(25 分) 

基調講演「仙台市の復興の現状について」 

 仙台市復興事業局長 山田文雄氏 

10:15-11:00 

(45 分) 

大災害からの復興にかかる諸問題 

「ガバナンスについて」 UNDP/BCPR 復興アドバイザー アンヘレス・アレナス氏  

「健康問題について」 WHO 神戸センター所長 アレックス・ロス氏 

「環境問題について」 UNEP プログラム・オフィサー ムラリ・スマルクディ氏 

モデレーター：孫 貴葉氏( 国連人道問題調整事務所(UNOCHA)コーポレート・プログラム局長)  

11:00-12:10 

(70 分) 

パネルディスカッション 

テーマ：復興における健康及び環境、ガバナンスに関する教訓を将来の防災にいかに生かすか 

パネリスト 

・前 ASEAN 防災テクニカル・アドバイザー(フィリピン国防省民間衛室ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ)  

マルケーザ・レパナ・レイズ氏 

・CEPREDENAC 調査事務局長 イワン・モラレス氏 

・SAARC 防災センター地質災害課長 O.P.ミシュラ氏 

・SOPAC 水資源アドバイザー ピーター・ジェームズ・シンクレア氏 

・仙台市復興事業局長 山田文雄氏 

モデレーター： サンジャヤ・バティア（IRP 事務局/UNISDR） 

12:10-12:15 

(5 分) 

総括  

UNESCAP 事務局次長 村田俊一氏 

12:15-12:20 

(5 分) 

閉会  

アジア防災センター所長 名執潔氏 

 

２日目  

9:00-12:00 仙台市内の被災地視察 

 折立地区・井土搬入場・荒浜地区 
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２．専門家会合 

 

2.1 発表概要 

 

2012 年 7 月 3 日、「世界防災閣僚会議 in 東北」と連携し、仙台市の仙台国際センターで開催さ

れた第 3 回専門家会合（EGM3）には、10 か国、8 国際機関、3 政府間機関、その他 NGO、研究機関

などから 70 名以上が参加しました。また、翌 7 月 4 日には、仙台市内の被災地視察が行われまし

た。 

 

まず、仙台市復興事業局長の山田文雄氏が、仙台市内の復興の現状と課題への対応に関する基調

講演を行い、続いて、国連人道問題調整事務所（UNOCHA）のソン・グィヨプ（孫貴葉）氏の進行に

より、大災害からの復興において直面するガバナンス、健康、環境に関する問題についての発表が

ありました。国連開発計画・危機予防復興支援局（UNDP/BCPR）のアンヘレス・アレナス氏は、十

分な災害復旧が行われないのはガバナンスの問題であり、効果的なリーダーシップとプランニング

により改善できると言及しました。世界保健機関（WHO）神戸センター所長のアレックス・ロス氏

は、今回学んだ文化的に受容できる教訓は、復興におけるいくつかの健康問題への取組みに役立つ

ことを指摘しました。また、これにより復旧に関する教訓を得るために幅広い協力関係を推進し、

知識の蓄積をベースとした経験を積むことが、今後発生する災害の影響を抑えるのに役立つと強調

しました。国連環境計画（UNEP）プログラム・オフィサーのムラリ・スマルクディ氏は、震災後発

生したがれきの管理における課題について言及し、がれきの再利用、モニタリング、廃棄物管理ガ

イドラインの創設などを強調しました。 

 

IRP 事務局/UNISDR のサンジャヤ・バティア氏がモデレーターを務めたパネルディスカッション

では、2つの重要な問題に対する取り組みが niche 議論の中心となりました。 

一点目は、ガバナンス、健康、環境の分野から得た教訓をどのように活用すれば将来発生する災

害の影響を抑えられるか、特に、HFA をより的確に遵守していくには何をすべきか、という点。 

二点目は、ポスト HFA の策定において、復旧・復興の位置づけを現 HFA よりもさらに強く、明確

にするためにはどうすれば良いのか、という点です。 

一点目に関しては、災害発生前の計画策定の促進、能力開発プログラムの強化、パートナーシッ

プの拡大、既存の解決策を基にした施策の各地域での実施、効果的な情報共有のための仕組みの改

善、人間の安全保障を確保するシステムの導入など、多くの提案がなされました。 

二点目、ポスト HFA における復興に対するより明確な位置づけについては、次のように提案して

います。 

 ポスト HFA は、MDGs（HFA 同様、2015 年に終了）および持続可能な開発（リオ+20）とリンク

する必要がある。復旧に携わる関係者はこれらの課題に共通して関わっているためである。 

 国の政府と地方政府の連携強化を目指す必要がある。この連携が不十分であると、復旧におけ

る強靭性（レジリエンス）もまた不十分となる。また、政府と地方政府とのコミュニケーショ

ン・ギャップは、しばしば復興の機会の喪失につながる。災害に関する情報およびデータを強

化し、広く一般に活用できるようにする必要がある。 
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 災害への強靭性（レジリエンス）を構築するため、人間の安全保障を特に重視すべきである。

そのためには、個人レベルでの災害リスク軽減への認識を高める必要がある。また、「自助」、

「共助」、「公助」といった地域の特性に留意し、復興過程にコミュニティを巻き込んでいくこ

とも重要である。 

 ポスト HFA においては、特に地域、国家、地方レベルにおいて、復興計画づくりに対する能力

を強化し、支援すべきである。 

 ソーシャルメディア、オープンデータなどの新しいコミュニケーションツールの使用を模索し、

それらを復興に適用すべきである。 

 支援機関が、復興のための資金の必要性への認識を高める方法を模索すべきである。現在のと

ころ、支援機関は緊急対応と被害評価に多くの関心を払っている。支援国は、復興が計画・実

施される評価後の段階にも留意する必要がある。 

 強靭性のある（レジリエントな）復旧を、基本的人権とみなすべきである。政府と国際機関は、

将来発生する災害の影響から市民の安全を確保する義務がある。 

 復旧のための法的枠組みの導入を促進・強化すべきである。さもなければ、復旧が今後もその

場しのぎの措置となってしまう。 

 ポスト HFA では、リスクを引き下げるツールとして、災害前復興計画を提唱する必要がある。

これは、新しい経済発展への関心とつながる可能性がある。 

 関係者による復興を監視・評価するシステムを模索する必要がある。それには、適切な復興を

示す指標と自主的なモニタリングの仕組みが必要である。 

 政策提案よりも、明確な目標設定を重視すべきである。特に、地方政府の活動を重視すべきで

ある。 

 被災国が復興の初期段階で支援を受けられるように、グローバルな協調体制を改善する必要が

ある。 

 長期的支援など、地域問題解決を実現する仕組みを考案することが必要である。 

 

最後に、UNESCAP（国連アジア太平洋経済社会委員会）事務局次長の村田俊一氏が、防災にかか

るポスト HFA の 枠組と持続可能な開発のためのポスト MDGs の枠組、国連持続可能なリオ＋20 会

議の成果、また気候変動対応策といった世界的枠組とが連携することの重要性を重ねて述べました。

また、ポスト HFA を成功させるために重要なことは、防災に対して測定可能な目標・目的を設定す

ることであると強調しました。さらに、災害多発国の強靭性（レジリエンス）を高めることは、危

険にさらされている人々の脆弱性を減少し、MDG 達成の取組みを補完するものとなること、この点

において、公式な情報に基づいた信頼性の高い災害統計、また、災害の前後を通じてデータを集め

ることのできる国内当局の能力が、地域においてもまた世界的にも強く求められていること、信頼

できる統計は災害対応のすべての段階において重要なものであり、防災への投資促進の礎となるこ

とについて述べました。 
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2.2 プレゼンテーション資料 

2.2.1 基調講演 仙台市の復興の現状について 仙台市復興事業局長 山田文雄氏 

仙台市の復興の現状について

仙台市 復興事業局
局長 山田 文雄

  

目 次

１ ． 仙 台 市 の 被 害 状 況

２ ． 震 災 時 の 状 況

３ ． 国 内 外 か ら の 支 援

４ ． 仙 台 市 震 災 復 興 計 画

５ ． 津 波 被 災 地 に お け る 復 興 ・ 支 援 事 業 に つ い て

６ ． 宅 地 被 害 復 旧 ・ 支 援 事 業 に つ い て

７ ． 生 活 再 建 支 援

８ ． 経 済 の 復 興 に つ い て

９ ． 復 興 に 向 け て

1  

 

１．仙台市の被害状況

○発生日時 平成23年3月11日(金） 14時46分頃
○震央地名 三陸沖（北緯38.1度、東経142.9度）
○規模 マグニチュード9.0

○市内震度 震度６強 宮城野区
震度６弱 青葉区、若林区、泉区
震度５強 太白区

○津波 3月11日14時49分 太平洋沿岸に大津波警報発令
津波の高さ 仙台港 7.2ｍ（推定値）
（地震発生後、約１時間後に津波（第一波）到達）

※最大余震
○発生日時 平成23年4月7日（木） 23時32分頃
○震央地名 宮城県沖
○規模 マグニチュード7.2

○市内震度 震度６強 宮城野区
震度６弱 青葉区・若林区
震度５強 泉区
震度５弱 太白区

地震概要 市内の被害状況

◆人的被害（平成24年5月31日現在）

◆建物被害（平成24年5月2７日現在）

◆市内被害額の概要（平成24年1月29日現在）

仙台市内

うち仙台市民

死者 863名 770名

行方不明者 31名

負傷者 2,269名

※仙台市外で死亡が確認された仙台市民 174名

仙台市内

全壊 29,817棟

大規模半壊 26,651棟

半壊 81,192棟

一部損壊 115,571棟

○市有施設関係
○その他公共施設
○住宅・宅地
○農林水産業関係

・農業
・漁業

○商工業関係

約3,270億円
約1,452億円
約6,086億円
約 729億円
約７21億円
約 8億円

約2,147億円

3   

１．仙台市の被害状況

大津波到達

4  

 

（震災前）

（震災後）

東部地区の被災状況写真【藤塚地区】

１．仙台市の被害状況

5   

（ 震 災 前 ）

（ 震 災後）

東 部 地 区 の 被 災 状 況 写 真【荒 浜 地 区】

１．仙台市の被害状況

6  
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東部地区の被災状況写真【荒浜地区】

１．仙台市の被害状況

7   

（ 震 災 前 ）

（ 震 災後）

東 部 地 区 の 被 災 状 況 写 真【仙 台 港 コ ン テ ナ ヤ ー ド】

１．仙台市の被害状況

8  

 

 

（太白区緑ヶ丘）

（太白区大塒）

宅地の被害状況写真（１）

１．仙台市の被害状況

9   

（ 青 葉 区 西 花 苑 ）

（ 青 葉 区 折 立 ）

宅 地 の 被 害 状 況 写 真 （ ２ ）

１．仙台市の被害状況

10  

 

 

仙台市の被害状況（３）

浸 水 面 積：4,633ha
宅 地 被 害：5,080宅地
全 壊 家 屋 数：29, 817棟

【ライフラインの全面復旧】
○電気：3/18

○水道：4/11

○都市ガス：4/16

※津波被害地区を除く

【公共共通機関の復旧】
○市営バス：3/12より市内全域の7割程度の路線で運行開始。

○地下鉄：3/14より一部区間で運行開始。4/29より全線通常運行再開。
○仙台空港：4/13より臨時便の暫定運行開始。

4/18より通常運行再開。

7/25より国内線の通常運航再開。

SENDAI

TOKYO

１．仙台市の被害状況

津波浸水区域及び主な被災宅地箇所図

11   

2 .震 災 時 の 状 況

■「 情 報 、 暖 房 、 灯 り 」

■ 携 帯 電 話 の 充 電 に 占 拠 さ れ た 庁 舎

■ 「 逃 げ る 」 こ と が 最 も 重 要 。 地 震 発 生 後 か ら １ 時 間 後 に 津 波 が 来 襲

■ 大 都 市 仙 台 で あ る こ と の 混 乱

■ 「 都 市 の ラ イ フ ラ イ ン 等 が 市 民 の 生 活 に い か に 貢 献 し て い る か 」 を
実 感 し た 市 民

写 真 出 典 ： 河 北 新 報 Ｈ Ｐ

２． 震 災 時 の状 況

12  



9 

 

国内外からの支援３．国内外からの支援

13   

◆ 復 興 に 向 け て

被
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さ
れ
た
方
々
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活
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「 新 次 元 の 防 災 ・ 環 境 都 市 」
し な や か で よ り 強 靭 な 都 市 の 構 築

◆ 計 画 期 間

４．仙台市震災復興計画

◆100万人の復興プロジェクト

１.「津波から命を守る」津波防災・住まい再建プロジェクト
２.「安全な住まいの土台をつくる」市街地宅地再建プロジェクト
３.「一人ひとりの暮らしを支える」生活復興プロジェクト
４.「力強く農業を再生する」農と食のフロンティアプロジェクト
５.「美しい海辺を復元する」海辺の交流再生プロジェクト
６.「教訓を未来に生かす」防災・仙台モデル構築プロジェクト
７.「持続的なエネルギー供給を可能にする」

省エネ・新エネプロジェクト
８.「都市活力や暮らしの質を高める」仙台経済発展プロジェクト
９.「都市の魅力と復興の姿を発信する」交流促進プロジェクト
１０.「震災の記憶を後世に伝える」震災メモリアルプロジェクト
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浸水被害区域状況

区域内人口 21,966人
区域内世帯数 8,086世帯
土地面積 4,633ha
建物棟数 12,277棟

①

②③

④

仙台若林JCT

仙台南部道路

県
道
塩
釜
亘
理
線

仙台東IC

（仮称）仙台港IC

仙台港北IC

名
取
IC

今泉IC

仙
台
東
部
道
路

浸水被害状況図

５．津波被災地における復興・支援事業について

「津波から命を守る」津波防災・住まい再建プロジェクト
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津 波 対 策 施 設 イ メ ー ジ 図

七 北 田 川

名 取 川

道 路 を か さ 上 げ す る 区 間

公 園 （ 丘 ）

海 岸 防 災 林

海 岸 ・ 河 川 堤 防

避 難 ル ー ト

（ 平 面 図 ）

（ 断 面 図 ）

５．津波被災地における復興・支援事業について

「津波から命を守る」津波防災・住まい再建プロジェクト
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海岸・河川堤防の整備や嵩上げ道路整備などのさまざまな防災施設の整備を行ってもなお，津波に

よる浸水が予測される地区においては下記の支援制度等により、津波からの安全性を高めます

津波被災地の復興事業

世帯約 2,300

世帯約 1,700
（移転対象地区）

防災集団移転促進事業による復興

世帯対象世帯 4,000

（移転対象地区外）
本市独自支援制度

による復興

移転対象地区

移転対象地区外

凡例

５．津波被災地における復興・支援事業について

「津波から命を守る」津波防災・住まい再建プロジェクト

移転対象地区（災害危険区域）内の土地・建物
所有者など2,471人を対象に実施した申出書の
結果（平成24年5月7日時点）

住宅の再建方法（被災時に移転対象地区
〔災害危険区域〕に居住していた方のみ対
象）（N=1,166)

17   

集 団 移 転 の イ メ ー ジ

① 移 転 対 象 地 区

② 一 定 の 制 限 を 設 け て 現 地 再 建 す る 地 区

市 街 化 区 域 内 移 転 候 補 地

土 地 区 画 整 理 事 業 地

土 地 区 画 整 理 事 業 予 定 地 区

浸 水 区 域 （ 仙 台 市 調 査 ）

市 街 化 調 整 区 域 内 移 転 検 討 地 区

市 街 化 区 域 内 移 転 検 討 地 区

５．津波被災地における復興・支援事業について

「津波から命を守る」津波防災・住まい再建プロジェクト

18  
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復興公営住宅の整備

今回の震災により住宅を失った方で自力では住宅を確保できない方が低廉な家賃で入居できる
公営住宅です。

田子西復興公営住宅イメージパース 荒井東復興公営住宅イメージパース

・供給目標戸数 ２，８００戸／１７地区
・本市による建設を基本としつつ、民間事業者等からの買取を進める。
・整備位置は被災地との位置関係、交通条件や買い物等の生活環境、立地
バランス等を総合的に考慮して選定

・集合住宅を基本としながら、戸建住宅の供給も検討する。

５．津波被災地における復興・支援事業について

「津波から命を守る」津波防災・住まい再建プロジェクト

19   

JR仙 台 駅

東 北 自 動 車 道

被 災 宅 地 状 況 図
● 被 災 宅 地

被 害 程 度 の 大 き い も の と し て 、 「 危 険 」
又 は 「 要 注 意 」 と 判 定 さ れ た 宅 地 は 、

仙 台 市 内 に５,０８ ０宅 地

６．宅地被害復旧・支援事業について

「安全な住まいの土台をつくる」市街地宅地再建プロジェクト
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被災宅地の復旧事業について

２つの支援制度により、宅地復旧を支援します

宅地

公共事業による
宅地復旧

助成金制度による
宅地復旧

被災宅地 5,080

割 割約7 約3

６．宅地被害復旧・支援事業について

「安全な住まいの土台をつくる」市街地宅地再建プロジェクト

21   

緊 急 雇 用 の 創 出 、 雇 用 の ミ ス マ ッ チ の 解 消 等 を 通 じ た 雇 用 の 確 保
復 興 公 営 住 宅 を 整 備 す る こ と な ど に よ る 、 被 災 さ れ た 方 々 の 恒 久 的 な 住 ま い の 確 保
き め 細 か な 生 活 再 建 支 援 の 実 施

心 と 身 体 の 健 康 状 態 の 把 握 、 健 康 づ く り や
介 護 予 防 、 長 期 的 ・ 継 続 的 な 心 の ケ ア な ど 、
一 人 ひ と り の 状 況 に 合 わ せ た き め 細 か な
健 康 支 援 の 実 施

医 療 、 介 護 、 住 ま い 、 福 祉 サ ー ビ ス を 含 め た
さ ま ざ ま な 生 活 支 援 サ ー ビ ス を 切 れ 目 な く 提
供 す る 地 域 包 括 ケ ア シ ス テ ム の 推 進

生 活 支 援 情 報 を 取 り ま と め た 「 復 興 定 期 便 」
の 送 付 な ど 、 情 報 提 供 の 充 実

「 一 人 ひ と り の 暮 ら し を 支 え る 」 生 活 復 興 プ ロ ジ ェ ク ト

● 自 立 に 向 け た 多 様 な 支 援

● 誰 も が 安 心 で き る き め 細 か な ケ ア

● 情 報 提 供 の 充 実

・
・
・

・

・

・

２ ． 仙 台 市 震 災 復 興 計 画
■100万人の復興プロジェクト

７．生活再建支援
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２．仙台市震災復興計画
■100万人の復興プロジェクト

７．生活再建支援

生活支援体制

見守り活動健康支援

生 活 支 援

交流イベントなど 情報提供

応急仮設住宅入居者に対する行政、関係機関、支援団体などによる継続支援

個別訪問などによる健康面のサポートや見守り、交流イベ
ントなどによるコミュニティづくり、支援情報の提供など

被災者カルテの作成

支援の充実

これまで別々に管理していた被災
者関連情報を一元的に管理し、被
災者の生活再建に向けたきめ細か
な支援を推進

緊急通報システム（予定）

（対象：65歳以上のひとり暮らしの高齢者や
18歳以上のひとり暮らしの重度障害者等）

生活支援機器（緊急通報、安否
確認及び日常会話機能付）を貸与

23   

● 農 と 食 の フ ロ ン テ ィ ア の 構 築
・

● 農 地 の 復 旧 と 再 生
・ 農 地 の が れき撤 去 、 用 排 水 路 や 排 水 機 場 の 復 旧 、 農 地 の 除 塩 対 策 の 実 施

● 農 業 者 の 経 営 基 盤 強 化 支 援
・ 多 様 な 農 産 物 の 生 産 体 制 の 構 築 、 農 業 法 人 化 や 民 間 資 本 と の 提 携 支 援

● 都 市 近 郊 農 業 の 展 開

● ６ 次 産 業 化 の 促 進

サ ー ビ ス 産 業 と し て の 農 業 の
あ り 方 の 検 討 、 参 入 支 援

農 業 の 高 付 加 価 値 化 、 高 度 化
促 進 の た め の 食 品 加 工 、 流 通 、
販 売 へ の 参 入 支 援

・

・

東 部 地 域 を 農 業 が 成 長 力 の あ る 産 業 に 生 ま れ 変 わ る 拠 点 と し て 位 置 づ け 、
安 全 ・ 安 心 な 「 新 し い 食 」 の あ り 方 を 提 案 す る 「 農 と 食 の フ ロ ン テ ィ ア 」 を 構 築

８．経済の復興について

「力強く農業を再生する」農と食のフロンティアプロジェクト

24  
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８．経済の復興について

農業関連被害状況

農地関係 ３９６億円

被害額 721億円

①農地関係 396億円
・被害面積 約1,800ha（田1,600ha 畑200ha)

②農業用機械施設関係 106億円
③土地改良施設関係 219億円

ほ場整備事業

対象区域 2,200ha
（津波被災した農地1,800haと隣接し、被災地域の避難道路及び集落
移転用地の確保に必要不可欠な農地とあわせた面積）

・再度災害の防止
・農業経営の安定、農用地の利用集積
・国土保全

25   

「 持 続 的 な エ ネ ル ギ ー 供 給 を 可 能 に す る 」 省 エ ネ ・ 新 エ ネ プ ロ ジ ェ ク ト

２ ． 仙 台 市 震 災 復 興 計 画
■100万人の復興プロジェクト

８．経済の復興について

次世代エネルギー活用プログラム（仙台経済ステップアッププラン2012）次世代エネルギー活用プログラム（仙台経済ステップアッププラン2012）

▼エコモデルタウン調査
新市街地形成が予定される地区に
おいて、民間資本との協働によりエコ
モデルタウン事業に取り組み、特定の
エネルギーに過度に依存せず、エネ
ルギー効率の高い地域モデルの形成
を目指します。

▼次世代エネルギー産業立地調査
東部の被災地などにおいて、太陽光発電
事業等の立地可能性を探り、多様なエネル
ギー源の確保や関連産業の振興を図ります。
また、藻類バイオマスの実証実験を行い、下
水処理と連携して燃料生産を行う新しい循環
型モデルの構築を目指し関連産業の集積を
図ります。

太陽光発電 藻類バイオマス

（オーランチオキトリウム）

筑波大学提供
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８．経済の復興について

復興特区 産業集積区域図

税制上の支援措置

国税・地方税の一部減免
泉I.C

仙台南I.C

仙台東I.C

仙台塩釜港

286

48

４

45

地下鉄東西線

民間投資促進特区（ものづくり）

農と食のフロンティア推進特区

民間投資促進特区
（情報サービス関連産業）

仙台宮城I.C

仙台駅
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63箇所を概ね月曜日、水曜日、金曜日に分けて測定

仙台市より委託を受けた会社の職員が、簡易型放射線測定器により、小学校、児童館、
保育所、公園等は地表面より50ｃｍ、中学校、高校は地表面より１ｍの高さで測定。

これまで測定した結果では、福島第一原子力発電所の事故による放射性セシウムの
年間放射線量は、国際放射線防護委員会が勧告した自然放射線や医療による放射線を
除いた一般人の通常時被曝基準値の１mSv/年を下回っている。

仙台市の学校等における空間放射線モニタリング

※その他、一般廃棄物処理施設及び震災廃棄物搬入場 、下水処理施設、仙台市立学校プール、
仙台市を流通した食肉、農産物、仙台市の学校給食、水道水 などに対して、放射能を測定

し、安全性の確認を行っている。

８．経済の復興について

原子力発電所事故の影響

28  

 

 

８．経済の復興について

職種別有効求人倍率の推移

1.61

2.20

3.43

0.16 0.19 0.26 0.29 0.34 0.37 0.34 0.32 0.29 0.32 0.38 0.39

2.71
3.12

3.40

3.59
3.63

3.553.91 3.953.94

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

H23年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 H24年1月 2月 3月

事務的職業 建設・保安・警備関係の職業

倍

資料：宮城労働局「安定所別求人・求職バランス」のハローワーク仙台のデータ
※「建設・保安・警備関係の職業」とは、「保安・警備の職業」「建設機械運転」「電気工事者」「建設躯体工事」「建設の
職業」「土木の職業」「運搬労務」の各有効求人数、有効求職者数を合算して算出。

復興関係業務は求人増！
事務職は低水準で横ばい！
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８．経済の復興について

「平成23年仙台市の人口動向（平成24年3月）

仙台市と他地域との人口移動

774 470 630

6,660

2,743

-3,860

-1,204

-3,121

1,161

-194

624 547
242543 270537

-6,000

-4,000

-2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

県内
他市町村

青森県 岩手県 秋田県 山形県 福島県 東京圏 その他

平成22年

平成23年

※算出方法 ： （仙台への転入） － （仙台市からの転出）
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８．経済の復興について

観光客入込数と宿泊者数の比較

115.1％平成23年度

宿泊者数

103.7％平成22年度

宿泊者数

81.9％平成23年度

観光客入込数

102.2％平成22年度

観光客入込数

◆対前年比

平成23年度は平成22年度と比較
して、観光客入込数は減少してい
るが、宿泊者数は増加している。

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

観光客入込数(平成22年度） 観光客入込数(平成23年度）

宿泊数（平成22年度） 宿泊数（平成23年度）

（観光客
入込数）

（宿泊数）
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▼ Ｄ Ｃ （ デ ス テ ィ ネ ー シ ョ ン キ ャ ン ペ ー ン ）

Ｈ2 4 . 4～6 仙 台 ・ 宮 城【伊 達 な 旅】春 キ ャ ン ペ ー ン

Ｈ2 5 . 4～6 仙 台 ・ 宮 城 デ ス テ ィ ネ ー シ ョ ン キ ャ ン ペ ー ン

仙 台 関 連 の イ ベ ン ト

▼国 際 コ ン ベ ン シ ョ ン の 誘 致

「2015年国連防災世界会議」の誘致

・第12回ＷＴＴＣ（世界ツーリズム協議会）グローバルサミット（4月）
・大規模自然災害に関するハイレベル国際会議（7月）
・ねんりんピック宮城・仙台２０１２（10月）
・日本女性会議２０１２（10月）

▼平成24年度 仙台市内で開催される大規模イベント

第12回WTTC

（世界旅行ツーリズム協議会）
グローバルサミット

９．復興に向けて
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2.2.2 大災害からの復興にかかる諸問題 

１．ガバナンスについて：UNDP/BCPR 復興アドバイザー アンヘレス・アレナス氏 
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1

• 災害後の介入は、しばしば断片的で調整がとれていないものである。長期
間持続可能な復旧のための、ニーズに対する体系的・包括的な分析や、包
括的・戦略的な復旧計画が策定されていない。この傾向により、災害発生後
すぐに必要となるニーズに対応するプロジェクトを策定することとなる。

• 生活再建、社会組織、社会心理、能力強化などよりも、インフラの修理に焦
点を当て、資金を割り当てる傾向がある。

• 復旧に対するさまざまなビジョン、政府の役割についての政策（放任対介入
）、国際機関の基準と優先事項は、必ずしも被災国政府や被災したコミュニ
ティのものと必ずしも一致しない。

• 不完全な復旧は、今後の災害の「温床」である。

教訓

  
1

U N D Pに つ い て

減災と復旧に関する任務

国連総会により、自然災害の軽減、対策、予防のための活動を指揮
することとされる（A / R E S / 5 2 / 1 2 B  - 1 9 9 7年1 2月）

国連緊急援助調整官により、組織間の復旧対策を担当することとさ
れる（2 0 0 6年）

早期復旧クラスターワーキンググループ議長

国連開発ネットワーク（1 6 6カ国にオフィスあり）

: 

住民コーディネーター
システムの管理者

www.undp.org
主な活動分野

・民主的な統治（ガバナンス）
・貧困撲滅
・危機予防と復旧
・エネルギーと環境
・HIV/AIDS
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U N D Pの復 旧支 援 ：

国 家の災 害 対 応 力 強 化（ イ ン ド ネ シ ア ）

1.災害発生後の
評価

3.復旧活動の
実施

4.モニタリング
と評価

2.復旧計画

・災害発生後の
ニーズを査定。
（被害、損失、
住民からの復旧
ニーズを含む）

・優先順位付け、
政策立案、
計画策定、予算
編成のための
複数のステーク
ホルダー·ワーク

ショップ。

・中央-地方政府

と非国家主体間
の役割分担の
ための調整。

・メラピの復旧に
おける住民の
生活再建と
経済発展の機会
を創出する。

•村の情報
システムを介し
たコミュニティに
よるモニタリング
の支援。

・コミュニティと
各家庭における
復旧活動による
影響のモニタ
リング（5年間の
縦断的研究を
通じて）

 

 

 

 

災害

復旧·復興のアクションプランと
早期復旧計画

災害による影響の評価

• 経済と財政
• 社会と文化
• 人的開発
• 環境

災害による影響の評価

• 被害
• 損失
• 交通の断絶
• 機能の破壊
• リスクの増大

災害発生後の
ニーズの評価

• 開発
• 補償
• サービス提供
• 機能回復
• リスク軽減

国家的PDNAプロセス（インドネシア）

  

イ ン ド ネ シ ア に お け るP D N A開発

西 ス マ ト ラ·

西 ジ ャ ワ 島 地 震

（2009年）

ヤーペン・

ワローペン洪水

（2010年）

ワシオール・

デブリシュ洪水

（2010年）

メンタワイ津波

（2010年）

メラピ火山噴火（
2011年）

手法の正確性

機器のテスト頻度

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このイメージは、現在表示できません。

1

ありがとうございました。
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２．健康問題について WHO 神戸センター所長 アレックス・ロス氏 

 

健康問題について
大災害からの復興にかかる諸問題

WHO神戸センター所長

アレックス・ロス

  

定義

復 興 （R e c o v e r y）

–多 次 元 の 過 程
–自 立 的 で 、 国 家 自 ら に よ る 、 レ ジ リ ア ン ト な （ 回 復
力 に 富 ん だ ） 過 程 の 創 造 を 目 的 と す る

–基 本 的 サ ー ビ ス 、 生 計 、 シ ェ ル タ ー （ 住 居 ） 、 ガ バ
ナ ン ス 、 安 全 お よ び 法 秩 序 、 環 境 、 避 難 民 の 社 会
的 側 面 お よ び 再 統 合 な ど の 回 復 を 含 む

 

 

復興初期の目的

• 人道主義のプログラムに基礎を置く緊急援助
とは

–被災者の自立を促進する手段を講じる

–生活復興の重要なニーズに応える（重要なサー
ビスの復旧、環境設備の回復）

–一時的な賃金雇用の提供

  

人 道 的 段 階 発 展 段 階

復 興
復 興 初 期

国 際
連 携 体 制

国 内 連 携 体 制

人 道 的 コ ー デ ィ ネ ー タ ー
(HC)

常駐調整官

(RC)

国連開発グループ
(UNDG)

国際金融機関

(IFI)

移行及び発展基金

機関間常設委員会

(IASC)

統一人道アピール

(CAP)

フラッシュ・アピール

人道的基金

例）国連中央緊急対応基金

国別復興及び
発展枠組

例）国連開発援助枠組

 

 

崩壊した健康分野の復興

• 広範囲な破壊（大災害）は、健康分野のあり
方の再検討を促し、包括的、合理的にそれを
計画する、まれな機会を得る

• 大規模な資金が利用可能となることが多い

• 変革の気運により、現状維持を目指す抵抗
が弱まる

• 大規模な破壊により、不要な設備の放棄がよ
り容易になる

  

崩壊した健康分野の復興

• サ ー ビ ス が 不 足 し て い る 人 々 を カ バ ー す る
サ ー ビ ス 提 供 の 拡 張 （ 公 平 性 ）

• 健 康 管 理 の 技 術 的 な 内 容 の 改 良 （ 有 効 性 ）

• 新 し い ニ ー ズ に 照 ら し た 新 し い サ ー ビ ス 提 供
モ デ ル の 採 用(適 切 性)

• サ ー ビ ス 提 供 過 程 で 費 や さ れ て し ま っ た 投 入
資 本 か ら の 成 果 の 増 加(効 率 性)
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非常事態における都市の健康
に関するWHO会議

• ６月４、５日（バンコク）

• 都市化と災害

• 非常事態における都市の健康マネジメントの
強化

• 復興に関する諸問題について討論

  

優れた取り組み( 1 )

•四 川 （ 中 国 ） 及 び 神 戸 （ 日 本 ）: カウンターパート
支援 災害によって影響を受けた自治体を支援

するために、３年間人材と財政的支援を含む資
源を動員。地方自治の維持

• イラン 中国と同様。ただし ５年間、被災地域に

対して責任と資源の管理と段階的な移譲を実施

• ジョグジャカルタ （インドネシア）:過去の経験と
教訓によりアプローチを改善

 

 

 

優れた取り組み (2)

• 神戸 –災害弱者へのケア 例）高齢者、子ども

• ボトムアップ、分野をまたぐ取り組み

• バンコク洪水 –居住被害に対する少額の補助金及
び病院への補助金

• 復興における健康保険の重要性

• クライストチャーチ(ニュージーランド)のコミュニ
ティー協議は成功しているが、財政的に達成可能で
はない（中央政府対地方自治体の緊迫した状態）

• 中央政府が設立した復興機関 （例：グジャラート、ア
チェ、神戸、ニュージーランド）が立案、調整および
透明性を促進する

  

優れた取り組み( 3 )
• 中 央 政 府 と 地 方 自 治 体 か ら の 頭 初 の 財 政 お よ び 人 的 資 源
割 り 当 て 。 対 外 援 助 に 依 存 せ ず （ 中 国 、 日 本 、 ト ル コ ）

• 既 存 の 防 災 計 画 ・ 緊 急 対 応 計 画 ・ 復 興 計 画 は タ イ ム フ レ ー ム
と リ ン ク し て い る （ 政 府 と コ ミ ュ ニ テ ィ は 復 興 段 階 を は か る タ イ
ム フ レ ー ム を 設 定 し て い る ） （ 日 本 、 ト ル コ 、 キ ュ ー バ 、 チ リ ）

• 「 よ り よ い 復 興 」–復 興 は 現 状 維 持 を 基 本 と す る も の で は な く 、
被 災 後 に シ ス テ ム を よ り 強 靱 に す る も の で あ る（ 日 本 、 ト ル コ 、
中 国 、 パ キ ス タ ン 、 ミ ャ ン マ ー ）

• 復 興 は 「 正 し い サ イ ズ 」 へ の 機 会 と し て 捉 え 、 古 い 或 い は 不
適 当 な シ ス テ ム を 改 善 す る （ 中 国 、 日 本 ）

• 復 興 段 階 で は 、 （ 既 存 の 健 康 シ ス テ ム や 初 期 治 療 サ ー ビ ス
に つ い て 言 語 的 、 文 化 的 な 配 慮 が な さ れ て い る な ら ば 、 ） 特
に 弱 者 グ ル ー プ や 慢 性 疾 患 や ニ ー ズ を 持 つ 人 々 に と っ て 、
保 健 サ ー ビ ス 及 び 福 祉 サ ー ビ ス が 受 け や す く な る

• 健 康 分 野 の 復 興 計 画 は 各 分 野 の 復 興 計 画 に リ ン ク さ せ る べ
き で あ る

 

 

 

教訓（再度行ってはいけないこと）

• 神戸（日本）:  中央政府による復興計画の立案と実
施の遅れ

• バム（イラン） :  都市の復興段階における災害後
ニーズ評価（PDNA）の欠如、コミュニティの不参加

• 一般的な事例（ パキスタン地震, スマトラ沖地震, 伝
染病）：準備不足による災害から復興段階までの保
健システムの機能不全

• ガバナンスおよび説明責任:  資源が被災者に届か

ない

  

教訓 （ 再度行ってはいけない こ と ）( 2 )

• 保 健 サ ー ビ ス の 補 助 金(例ハ イ チ 地 震 後 の
全 て の 機 関 に よ る も の) はサービス終了後の

困難につながる

• 人道支援機関は復興プログラムを奪い取るこ
とがある

• 復興段階への出口戦略を明らかにすべき

• 中央政府は復興の能力を持っていない
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優先課題とニーズ (1)

• 災害後ニーズ評価を実施した国は復興計画
を持つべき

• 政府は復興計画の実施能力を持つべき (財
政を含む) 

• ナレッジ・マネジメントおよび知識の共有と合
わせて、復興のためのネットワーキングや提
携組織を確立すべき

• 保険制度および災害弱者のニーズに対処す
る社会分野の受容能力

  

優先課題とニーズ( 2 )

• 公 衆 衛 生 を 通 じ た分 野 横 断 的 な つ な が り

• コ ミ ュ ニ テ ィ ー に 根 ざ し た ボ ト ム ア ッ プ型協 議

• 復 興 の た め の 資 金 提 供 － 保 険 、 社 会 保 険 、
中 央 に よ る 資 金提 供、 低 金 利 ロ ー ン

• イ ン フ ラ の た め の 訓 練 お よ び 能 力 育 成

• 法 令 の再 検 討（例 ス リ ラ ン カ の 精 神 保 健
法 ）

 

 

 

優先課題とニーズ (3)

• 被災者、とりわけ弱者、無戸籍者、特別なニーズの
ある人々（結核、HIVなど）に継続的な健康管理
サービスを保障する

• 実行可能なモデルを作るため、効果的な事例や教
訓を文書化する

• 資金調達と資源獲得のための様々なセクター間の
競争

• 地方自治体、機関およびパートナーが復興過程に
従事することを可能にする政策および法的枠組の
存在

• 健康分野の対応は、全分野にわたる政府の対応の
中に含まれる

  

ご静聴有難うございました!
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３．環境問題について UNEP プログラム・オフィサー ムラリ・スマルクディ氏 

 

 

津波により発生した
災害廃棄物の処理

ムラリ・スマルクディ

国連環境計画（UNEP)

プログラムオフィサー

  

災害廃棄物処理 に お け る
国 連環境計画 （U N E P） の 経 験

• 災 害 廃 棄 物 処 理 は 、 す べ て の 大 災 害 で
重 要 な 問 題 に な る こ と が 判 明 し て き た

• 主 要 な 問 題
– 医 療 廃 棄 物(非 常 時)
– 収 容 施 設 の 廃 棄 物(一 時 的 仮 設 使 用 時)
– 有 害 廃 棄 物(ア ス ベ ス ト)
– 解 体 廃 棄 物
– 地 方 自 治 体 の が れ き 処 理 能 力 の 限 界

• 国 連 環 境 計 画 に よ る 政 府 支 援
– 技 術 支 援
– 能 力 育 成
– 廃 棄 物 処 理

• 国 連 環 境 計 画 に よ る 過 去 の 支 援 経 験
– ス マ ト ラ 沖 地 震
– パ キ ス タ ン 地 震
– 四 川 大 地 震
– ハ イ チ 地 震
– レ バ ノ ン お よ び パ レ ス チ ナ

 

 

 

 

• 日本の災害廃棄物処理の経験から他の
国々に適用できる教訓を得る

• 他の災害の経験との交換を促進

ミッションの目的

  

ロ ニ ー ・ ク ロ ス ラ ン ド, 米国環境保護局, (組織及び管理)

トールステン・カルニスキー, ドイツ, (埋め立て)

デビッド・スミス, イギリス, (有害廃棄物およびアスベスト)

マイク・コウイング, セントルシア, (廃棄物リサイクル)

イブ・バースレミー, フランス, (廃棄物見積もり)

マリオ・バルジャー, スイス, (モニタリング)

吉岡敏明教授, 東北大学, (災害廃棄物対策・復興 タスクチームメンバー)

スルヤ・チャンダック, 国連環境計画, 国際環境技術センター, (廃棄物発電)

ムラリ・スマルクディ, 国連環境計画,災害・紛争サブ・プログラム, (チームリーダー)

経験；ハリケーン・カトリーナ、四川大地震、スマトラ沖地震、ハイチ地震、サイクロン・ナルギス、石油流出、
他の緊急事態

ミッションメンバー

 

 

 

 

ミッション日程
• １日目 –仙台市

• 2日目 –宮古市、大船渡市

• 3日目 –石巻市

• 4日目–相馬市

• 6日目 –東京都廃棄物埋立処分場

  

• 日 本 が 直 面 し た課題は
重く先例がない。陸上で
2,900万トンの廃棄物(海
上は未知数)

• 100年分に相当する廃棄
物がたった15分で発生し
た自治体もある

• 東日本大震災の廃棄物
処理費用はハリケーン・
カトリーナ(40億ドル)を超
えた100億ドル以上かか

り、今までで最も費用の
かかる災害廃棄物処理
プロジェクトになる

• まさに制限条件(埋め立
ておよび輸送の限界)の

下で行われている

重要な視点
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• 中央政府は、期間限定の手法により災害廃棄物を処
理するため、明瞭な技術的方針および十分な財政的
援助を与えた(環境省ガイドライン, 2011年5月)

• 市町村は迅速かつ体系的方法で、県の支援を受けて
災害廃棄物を処理した

• 事前の危機管理計画がある市はより早く対応できた

重要な視点

  

• 津 波 に よ り あ ら ゆ る
タ イ プ の 廃 棄 物 が
混 ざった

• 災害廃棄物の回収
と第一次分別はほ
ぼ終了

• 第二次分別と最終
処分を実施中

重要な視点

 

 

 

 

 

9

仙台市蒲生搬入場

がれき

その他

TV

エアコン 木くず 燃えるごみ

木くず

木くず

木くず

がれき

がれき

蒲生搬入場平面図
　S=1:3000

廃車置場

廃車置場

大型車両

　置　場 普通車両

　置　場
小型車両

　置　場

普通車両

　置　場

農機具

その他

冷蔵庫

洗濯機

木くず選別ヤード

トロンメル

がれき破砕ヤード

破砕機

廃車置場

廃車置場

廃車置場

木くず置場

木くず置場

木くず

木くず

木くず

廃車置場

廃油

沈殿物リサイクル用木材

焼却用木材

車両

コンクリート、レンガ

廃棄油

テレビ

冷蔵庫 洗濯機

エアコン

津波堆積物

津波堆積物

プラスチック、紙、畳

車両

焼却炉

金属

コンクリート、レンガ

  

• 分 別 か ら 処 理 ま で の 非 常 に 高 度 な 機 械 化

• 地 域 の 雇 用 は 促 進 さ れ て い る が 、 追 加的 な雇用創出は
限定的

重要な視点

 

 

 

 

 

• 可能な場合、災害廃棄物の処理に地域の設備(例；セメント工場)

の使用が試みられた

• 自動車と白物家電は未処理

重要な視点

  

• 分 別 、 焼 却 お よ
び 脱 塩 のた め の
新 し い 設 備 が 立
ち 上 げ ら れ る 速
度 は 印 象 的

• 日 本 で 最 も 大 き
な 焼 却 炉 が 石 巻
市 に 建 設 さ れ て
お り 、6か 月 以 内

に 使 用 可 能

• 一 般 的 に 他 の
国 々 で は 同 様 の
処 理 が何 年 もか
か る

重要な視点
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• 原木が大量

• 建物のコンクリート基礎は未
撤去

• 有害廃棄物の量は他の災害
と比較して限られていた

重要な視点

  

• 漁 網 の よ う な 簡 単 に 処 理 で き な い 廃 棄 物 が あ る

• 未 だ 漁 港 で は 廃 棄 物 を引 き 上 げな け れ ば な ら な い 場 所 が あ る

重要な視点

 

 

 

 

 

• 環境モニタリングはすべての場所で進行中

• 結果はモニタリングの数時間内に公に利用可能

• 設備内の健康および安全管理は高い規準で行われて
いる

• 現地で健康および安全性で生命に関わる報告はない

重要な視点

  

• 都 市 は 、 事 前の 危 機 管 理 計 画を 持 つ こ と に よ り、 す ぐ に災 害 廃 棄 物 処 理
を 始 め る こ と が で き 、そ れ に よ っ て 全 体復 興 を 促 進 す るこ と に な る

• 初 期 段 階 の 中 央 政 府(あ る い は 機 関)か ら の明 確な 指 示に よ り、 処 理 方 法

の 標 準 化が促 進さ れ る

• 十 分な 財 政 的 援 助 お よ び 技 術 的 な 支 援 な し に 、市 町 村がこ の よ う な大 規
模 災 害 に 対 処 す る こ と は 出 来 な い

他の災害への教訓

 

 

 

 

 

• 合理的な数のカテゴリーに災害
廃棄物を分類することによりリサ
イクルを最大限行うことができ、
それが早い段階であればあるほ
ど良い

• 埋め立てを含めあらゆるオプショ
ンを試みるべき

• 地方レベルで廃棄物発電の可能
性を試されるべき

• 健康と安全性は緊急事態であっ
ても無視されるべきではない

他の災害への教訓

  

• 環 境 モ ニ タ リ ン グ は プ ロ ジ ェ ク トに不可欠

• 過程と結果の記録化および共有化は重要

他の災害への教訓
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• 最初期段階にあっては、
埋め立て廃棄を含め、
あらゆる選択肢を排除
してはならない

• 地方の環境条件に適す
る限り、国のガイドライ
ンから多少外れることが
あっても尊重されるべき

• モニタリングは、土建業
者や政府ではなく、独立
した学術・調査機関が
行うことが最適である

日本で適用可能な海外の教訓

  

• 優 れ た 事 例 を 共 有 す る た め に 地 方 自 治 体 と 県 の 間 で 協 調 す る よ う
継 続 的 に 努 力 す べ き

• 全 国 の 専 門 家 が 継 続 し て技 術 的 に 地 方 自 治 体 を 支 え る こ と に よ り 、
地 方 で よ り 最 適 な 結 果 が 保 証 さ れ る

日本で適用可能な海外の教訓

 

 

 

 

 

• 日本の災害廃棄物処理に関するUNEP報告書

• ビデオ・ドキュメンタリー

• 調査結果を共有するためのウェブサイトや実施中のアウトリー
チ活動

• UNEPによる災害廃棄物処理の専門家の国際的なネットワーク

づくり

• 災害廃棄物評価方法論の改善

成果
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2.3 会議の様子 
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3. 現地視察 

 

3.1 スケジュール 

７月４日（水） 

９：００   アークホテル仙台発 借上げバスにより移動 

９：２５   折立地区 

■折立地区にて説明・視察（２０分） 

９：４５   折立地区発 

１０：２０    井土搬入場着 

■搬入場内にて説明・視察 （３０分） 

１０：５０    井土搬入場発 

１１：００    荒浜地区着 

■荒浜地区にて復興まちづくり部から説明（２０分） 

１１：２０    荒浜地区発  

※荒井小学校予定地の応急仮設住宅前を経由 

１２：２０    昼食会場着 

１３：３０    仙台市内 アークホテル仙台着 
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3.2 視察ルート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

                折立                      荒井小予定地仮設住宅(通過のみ) 

④荒井小予定地仮設住宅    

(通過のみ) 

 

③荒浜 

①折立 

②井土搬入

場 
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3.3 視察資料 
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3.4 視察風景 

 

 

折立地区① 

折立地区② 

井土搬入場① 
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井土搬入場② 

荒浜地区① 

荒浜地区② 


